
     
 

平成２９年度 
 介護支援専門員専門研修・更新研修 

             （実務経験者） 
 
 
 
 
 

 

介護保険制度 
    
 
 
 
 
   
      

熊本県健康福祉部長寿社会局 
認知症対策・地域ケア推進課      

 

熊本県 



本日の講義の構成 

   
  

○ 介護保険制度の基本理念等 
 
○ 高齢化の現状 
 
○ 介護保険制度の概要 
 
○ 介護保険制度の現状 
 
○ 介護保険法の改正の概要 
 
○ その他  
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介護保険制度の基本理念等 
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介護保険の目的(介護保険法第１条） 

加齢に伴って生ずる心身の変化に起因

する疾病等により要介護（支援）状態

になった者が、尊厳を保持し、自立し

た日常生活を営むこと 

 
 
 

国民の共同連帯の理念 
（保険） 
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○ 要介護状態等の軽減又は悪化の防止 
 
○ 被保険者の選択、多様な事業者等からの

総合的かつ効率的なサービス提供 
 
○ 要介護状態になっても、可能な限り、有す

る能力に応じた日常生活を営む 

介護保険の理念(介護保険法第２条） 
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○ 予防のための健康保持増進に努めること 
 
○ 要介護状態になっても、進んでリハビリテー

ションやその他の適切なサービス利用によ
り、自らの有する能力の維持向上に努める
こと 

 
○ 共同連帯の理念に基づいた公平な費用負

担 
 
 
 

国民の努力義務(介護保険法第４条） 
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高齢化の現状 
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高齢化の推移と将来推計 

出典：熊本県高齢者関係資料集（Ｈ29年3月）、内閣府「高齢社会白書（平成２８年版） 7 



8 出典：厚生労働省老健局総務課 介護保険制度の現状と今後の役割 
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現役世代1.3 人で1人の高齢者を支える社会の到来 

出典：内閣府「高齢社会白書（平成２８年版） 9 



10 

社会保障給付費の推移 

出典：内閣府「高齢社会白書（平成２８年版） 10 
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世界の高齢化率の推移 

出典：内閣府「高齢社会白書（平成２８年版） 11 



国立社会保障・人口問題研究所 「日本の地域別将来推計人口（平成25（2013）年3月推計）」 から作成 12 
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0-14歳 15-64歳 65歳以上 75歳以上 

単位：千人 

総人口： 1,817 総人口： 1,776 総人口： 1,725 総人口： 1,666 総人口： 1,603 
総人口： 1,538 

総人口： 1,467 

熊本県 人口の推移（推計） 



 

平成37（2025）年 

に75歳以上になる 

 

熊本県の人口ピラミッド 

13 出典：熊本県HP 「平成28年 熊本県の人口と世帯数（年報）」 （県統計調査課） 

女    938,288人  
前年比 －6,836人 

総人口 1,774,538人 
前年比  －11,632人 
 
世帯数 707,736世帯 
前年比 ＋3,006世帯 

男    836,250人 
前年比 －4,796人 
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市町村別老年人口割合（H28.10.1現在） 

出典：熊本県HP 「平成28年 熊本県の人口と世帯数（年報）」 （県統計調査課） 14 



熊本県の高齢化率の推移と予測 

15 出典：熊本県高齢者関係資料集（Ｈ29年3月） 
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高齢者世帯（６５歳以上）数の将来推計（熊本県、全国） 

出典：熊本県高齢者関係資料集（Ｈ29年3月） 16 

  区分 

一般 
世帯数Ⓐ 

世帯主が６５歳以上の世帯数 

                  

    
総数  Ⓑ 

割合
（％） 

単独 
世帯数Ⓒ 

割合（％） 夫婦のみの 
世帯数Ⓓ 

割合（％） その他の 
世帯数Ⓔ 

割合（％） 

 年次   Ⓑ/Ⓐ Ⓒ/Ⓐ Ⓒ/Ⓑ Ⓓ/Ⓐ Ⓓ/Ⓑ Ⓔ/Ⓐ Ⓔ/Ⓑ 

平成 
27年

(2015) 

熊本県 702,565  275,240  39.2  83,461  11.9  30.3  88,448  12.6  32.1  103,331  14.7  37.5  

全国 53,331,797  18,813,089  35.3  5,927,686  11.1  31.5  6,256,182  11.7  33.3  6,629,221  12.4  35.2  

平成 
32年

(2020) 

熊本県 681,453  288,034  42.3  90,659  13.3  31.5  90,350  13.3  31.4  107,025  15.7  37.2  

全国 53,053,171  20,060,178  37.8  6,678,761  12.6  33.3  6,511,719  12.3  32.5  6,869,698  12.9  34.2  

平成 
37年

(2025) 

熊本県 666,911  291,117  43.7  94,872  14.2  32.6  90,888  13.6  31.2  105,357  15.8  36.2  

全国 52,439,105  20,154,009  38.4  7,006,663  13.4  34.8  6,453,322  12.3  32.0  6,694,024  12.8  33.2  

平成 
42年

(2030) 

熊本県 648,474  286,173  44.1  97,711  15.1  34.1  88,376  13.6  30.9  100,086  15.4  35.0  

全国 51,230,533  20,110,741  39.3  7,297,999  14.2  36.3  6,327,991  12.4  31.5  6,484,751  12.7  32.2  

平成 
47年

(2035) 

熊本県 625,667  276,421  44.2  99,028  15.8  35.8  83,698  13.4  30.3  93,695  15.0  33.9  

全国 49,555,274  20,214,653  40.8  7,622,173  15.4  37.7  6,254,145  12.6  30.9  6,338,335  12.8  31.4  
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高齢者世帯（７５歳以上）数の将来推計（熊本県、全国） 

出典：熊本県高齢者関係資料集（Ｈ29年3月） 

  区分 

一般 
世帯数Ⓐ 

世帯主が７５歳以上の世帯数 

                  

    総数 
Ⓑ 

割合
（％） 

単独 
世帯数 
Ⓒ 

割合（％） 夫婦のみの 
世帯数Ⓓ 

割合（％） その他の 
世帯数Ⓔ 

割合（％） 

 年次   Ⓑ/Ⓐ Ⓒ/Ⓐ Ⓒ/Ⓑ Ⓓ/Ⓐ Ⓓ/Ⓑ Ⓔ/Ⓐ Ⓔ/Ⓑ 

平成 
27年

(2015) 

熊本県 702,565  139,246  19.8  49,074  7.0  35.2  40,923  5.8  29.4  49,249  7.0  35.4  

全国 53,331,797  8,701,118  16.3  3,200,944  6.0  36.8  2,728,292  5.1  31.4  2,771,882  5.2  31.9  

平成 
32年

(2020) 

熊本県 681,453  145,721  21.4  53,222  7.8  36.5  42,509  6.2  29.2  49,990  7.3  34.3  

全国 53,053,171  10,230,821  19.3  3,820,054  7.2  37.3  3,213,000  6.1  31.4  3,197,767  6.0  31.3  

平成 
37年

(2025) 

熊本県 666,911  164,279  24.6  59,344  8.9  36.1  48,657  7.3  29.6  56,278  8.4  34.3  

全国 52,439,105  11,866,709  22.6  4,472,737  8.5  37.7  3,704,861  7.1  31.2  3,689,111  7.0  31.1  

平成 
42年

(2030) 

熊本県 648,474  174,393  26.9  63,999  9.9  36.7  51,441  7.9  29.5  58,953  9.1  33.8  

全国 51,230,533  12,208,251  23.8  4,725,698  9.2  38.7  3,729,071  7.3  30.5  3,753,482  7.3  30.7  

平成 
47年

(2035) 

熊本県 625,667  172,325  27.5  65,005  10.4  37.7  49,969  8.0  29.0  57,351  9.2  33.3  

全国 49,555,274  11,736,235  23.7  4,659,766  9.4  39.7  3,509,606  7.1  29.9  3,566,863  7.2  30.4  
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○ 熊本県全体では全国と同じようなカーブ。 
○ しかし、市町村ごとに大きな差。 
○ 熊本市及び周辺地域は東京都を超えるほどの高齢者急増。 
○ 一方、高齢者さえ減少する市町村も。 

７５歳以上人口の将来推計（平成２７年の人口を１００としたときの指数） 

国立社会保障・人口問題研究所 「日本の地域別将来推計人口(平成25(2013)年3月推計)」 から作成 

全国 

東京都 

熊本県内各地域の高齢者人口（75歳以上）の推移 

熊本県 

（2025年の指数は全国で41位） 

熊本市 

五木村 

菊陽町 

熊本市以外の熊本県 
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2010年を基準とした2025年の人口増減率   

  

    

  

  

      

-40.0% 

-20.0% 
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全国計 県計 熊本 宇城 有明 鹿本 菊池 阿蘇 上益城 八代 芦北 球磨 天草 

０～64歳 65～74歳 75歳以上 計 
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全国計 県計 熊本 宇城 有明 鹿本 菊池 阿蘇 上益城 八代 芦北 球磨 天草 

０～64歳 -14.7 -17.7 -12.1 -20.8 -21.8 -24.8 -5.8 -24.8 -21.5 -24.2 -32.7 -28.7 -34.2 

65～74歳 -3.3 10.7 18.0 8.4 2.9 1.5 28.1 8.8 10.5 -0.2 -6.6 3.8 3.1 

75歳以上 53.5 25.4 45.9 20.7 18.8 12.1 39.7 13.3 19.8 18.3 5.7 6.7 0.6 

計 -5.8 -8.3 -2.7 -10.8 -12.2 -14.8 2.7 -13.3 -10.7 -14.4 -21.4 -18.0 -22.2 

単位：％ 

国立社会保障・人口問題研究所 「日本の地域別将来推計人口(平成25(2013)年3月推計)」 から作成 



将来推計 
（年） 

H27 
（2015） 

H32 
（2020） 

H37 
（2025） 

H42 
（2030） 

H52 
（2040） 
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  注:上段は認知症有病率が一定の場合、下段は上昇する場合の推計 
【 認知症有病者数】 

団塊の世代が全員75歳以上 

となる2025年には、 

高齢者の5人に1人が認知症に！ 

県内の若年性認知症の方の数 

926人 
(平成24年10月時点) 

 ※65歳未満の方のうち、 
日常生活自立度Ⅱ以上の方の数 
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認知症高齢者の将来推計 

出典：日本における認知症の高齢者人口の将来推計に関する研究 



■高齢者人口の増加、総人口の減少 
     2025年：団塊の世代が後期高齢者（７５歳～）に 
          

高齢者独居世帯の増加 
    2025年：４世帯に１世帯が、高齢者のみの世帯 
         ７世帯に１世帯が、高齢者が独りで住む世帯 

認知症高齢者の増加 
     2025年：認知症高齢者が３割増加 
     高齢者の５人に１人が認知症になる見込み 

２０２５年の姿 

年間死亡者数の増加 
    2025年：年間160万人の方が亡くなる（５割増加）          

21 



介護保険制度の概要 

22 



23 出典：厚生労働省老健局総務課 介護保険制度の現状と今後の役割 
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7,340円（H27.8～） 

出典：厚生労働省老健局総務課 介護保険制度の現状と今後の役割 



25 
出典：厚生労働省老健局総務課 介護保険制度の現状と今後の役割 



26 出典：厚生労働省老健局総務課 介護保険制度の現状と今後の役割 



27 出典：厚生労働省老健局総務課 介護保険制度の現状と今後の役割 



28 出典：厚生労働省老健局総務課 介護保険制度の現状と今後の役割 



29 出典：厚生労働省老健局総務課 介護保険制度の現状と今後の役割 



30 出典：厚生労働省老健局総務課 介護保険制度の現状と今後の役割 



31 出典：厚生労働省老健局総務課 介護保険制度の現状と今後の役割 



32 
出典：厚生労働省老健局総務課 介護保険制度の現状と今後の役割 
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出典：厚生労働省老健局総務課 介護保険制度の現状と今後の役割 



34 
出典：厚生労働省老健局総務課 介護保険制度の現状と今後の役割 



35 
出典：厚生労働省老健局総務課 介護保険制度の現状と今後の役割 



36 出典：厚生労働省老健局総務課 介護保険制度の現状と今後の役割 



37 出典：厚生労働省老健局総務課 介護保険制度の現状と今後の役割 



介護保険制度の現状 

   
  

38 



〇介護保険制度は、制度創設以来１６年を経過し、６５歳以上被保険者数が約１．６倍 
 に増加するなかで、サービス利用者数は約３．５倍に増加。 
 高齢者の介護になくてはならないものとして定着・発展している。 

①６５歳以上被保険者の増加 

②要介護（要支援）認定者数の増加 

③サービス利用者の増加 

２０００年４月末 ２０１６年４月末 

在宅サービス利用者数 ９７万人 ⇒ ３９０万人 ４．０２倍 

施設サービス利用者数 ５２万人 ⇒ ９２万人 １．７７倍 

地域密着型サービス利用者数 － ４２万人 

計 １４９万人 ⇒ ５２３万人 ３．５１倍 

２０００年４月末 ２０１６年４月末 

第１号被保険者数 ２，１６５万人 ⇒ ３，３８７万人 １．５６倍 

２０００年４月末 ２０１６年４月末 

認定者数 ２１８万人 ⇒ ６２２万人 ２．８５倍 

出典：厚生労働省老健局総務課 介護保険制度の現状と今後の役割 をもとに 介護保険事業状況報告により時点修正 39 

これまでの１６年間の対象者、利用者の増加 



出典：厚生労働省老健局総務課  介護保険制度の現状と今後の役割 40 



熊本県の第1号被保険者（65歳以上）の推移 
H12.4 391,877人 → H28.4 517,433人（32.0％増） 

熊本県の介護サービス受給者の推移 
   
 ○全ｻｰﾋﾞｽ利用者数     H12.4  36,252人 → H28.4  92,279人（154.5％増） 
 ○居宅介護利用者数    H12.4  22,343人 → H28.4  65,527人（193.3％増） 
 ○施設利用者数        H12.4  13,909人 → H28.4  15,852人（ 13.9％増） 
 ○地域密着型利用者数  H18.4   1,975人 → H28.4  10,900人（451.9％増） 
 

熊本県の65歳以上の要介護（要支援）認定者数 
及び認定率の推移 

 認定者数  H12.4  48,702人 ⇒ H28.4  105,111人（115.8％増） 
 認定率   H12.4    12.4％ ⇒ H28.4     20.3％ 

41 出典：介護保険事業状況報告から作成 
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熊本県の要介護（要支援）認定者数及び要介護認定率の推移 

出典：熊本県高齢者関係資料集（Ｈ29年3月） 
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43 出典：熊本県高齢者関係資料集（Ｈ29年3月） 

支給限度基準額に対するサービスの利用状況 



44 出典：社会保障審議会 介護保険部会（第５５回） 資料 



熊本県及び全国の介護保険料の推移 
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45 
介護保険料の高い市町村：玉東町（6,560）、多良木町（6,200）、人吉市（6,112） 

介護保険料の低い市町村：嘉島町（4,700）、苓北町（4,900）、芦北町（4,991） 

単位：円 
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熊本県及び全国の介護給付費の推移 

出典：熊本県高齢者関係資料集（Ｈ29年3月） 46 
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出典：熊本県高齢者関係資料集（Ｈ29年3月） 48 



出典：社会保障審議会 介護保険部会（第５５回） 資料 49 



50 出典：厚生労働省老健局総務課 介護保険制度の現状と今後の役割 



介護保険法の改正の概要 

   
  

51 



出典：厚生労働省老健局総務課  介護保険制度の現状と今後の役割 52 



53 53 出典：厚生労働省老健局総務課  介護保険制度の現状と今後の役割 



54 出典：厚生労働省老健局総務課  介護保険制度の現状と今後の役割 



55 出典：厚生労働省老健局総務課  介護保険制度の現状と今後の役割 



56 出典：社会保障審議会 介護保険部会（第５７回） 資料 



57 出典：厚生労働省老健局総務課 地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正する法律案  57 



その他 

   
  

58 



59 

社会福祉法人による利用者負担額軽減制度 

介護サービスを行う社会福祉法人等が、その社会的な役割の一環として、生計困難者
等に対する利用者負担額の一部を軽減するもの。 

制度の概要 

 

生活保護受給者及び市町村民税世帯非課税で、以下の要件を満たし、収入や世帯
の状況、利用者負担等を総合的に考慮し、生計が困難と市町村が認めた人 

※市町村は、「社会福祉法人等利用者負担軽減確認証」を交付 

• 年間収入が単身世帯で１５０万円以下 

• 預貯金等が単身世帯で３５０万円以下 

• 日常生活に供する資産以外に活用できる資産がない 

• 負担能力のある親族等に扶養されていない 

• 介護保険料を滞納していない                など 

生計困難者等 
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社会福祉法人による利用者負担額軽減制度 

 

• 訪問介護※ 

• 通所介護※ 

• 短期入所生活介護※ 

• 夜間対応型訪問介護 

• 認知症対応型通所介護※ 

• 小規模多機能型居宅介護※ 

• 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

• 地域密着型通所介護  

• 介護福祉施設サービス（生活保護受給者の個室居住費含む） 

• 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

• 複合型サービス  

• 第１号訪問（通所）事業のうち介護予防訪問（通所）介護に相当する事業 

  （※印は介護予防サービスを含む。） 

対象サービス 
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社会福祉法人による利用者負担額軽減制度 

• 利用者負担額の原則 １／４ 

  (老齢福祉年金受給者 １／２、生活保護受給者の個室の居住費全額） 

• 社会福祉法人等が負担し、その負担額の一部を公費で助成。 

• 社会福祉法人は、「社会福祉法人等利用者負担軽減確認証」を提示した利用者に
対し、その内容に基づき利用料を軽減 

軽減額等 

• 社会福祉法人は、介護保険サービスを提供する事業所及び施設の所在地の市
町村及び県に対し申出 

• 申出及び実施状況 

   （申出：平成29年3月31日 

        現在 

    実績：平成27年度） 

社会福祉法人による申出 

  制度対象数 うち申出数 申出割合 

社会福祉法人 申出 ２１９ ２１８ ９８．９％ 
実績 ２１５ ５６ ２６．０％ 

事業所及び施設 申出 １，５３１ １，４８４ ９６．９％ 
実績 １，４９３ ９７ ６．５％ 

特別養護老人ホーム 
（地域密着型含む） 

申出 ２２０ ２１５ ９７．７％ 
実績 ２１３ ３４ １６．０％ 



 

• 市町村が、派遣を希望するサービス事業所等に介護相談員を派遣し、利用者の
疑問や不満、不安の解消を図るとともに、派遣を受けた事業所における介護サー
ビスの質的な向上を図るもの。 

• 苦情に至る事態を未然に防止すること及び利用者の日常的な不平、不満又は疑
問に対応して改善の途を探ること（問題提起・提案解決型の事業）を目指してい
る。 

事業の目的 

介護相談員普及促進事業 

 

• 施設や事業所は、運営に当たって、市町村が実施する事業に協力するよう努めな
ければならないとの基準が定められている。 

 
※ 「熊本県指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営の基準に関する条例第３９条」、 

  「熊本県指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営の基準に関する条例第４０条第３項」、 

  「熊本県介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営の基準に関する条例第３９条」 
   ほか 

施設や事業所の努力義務 
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市町村 
（事務局） 

介護相談員 

サービス 
提供事業者 

 
 

三者会議 
・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

情報共有・意見交換 

報告・情報提供・提言 

改善報告 

介護相談員を派遣し、 
介護保険の保険者とし
ての利用者の権利擁
護、介護サービスの充
実を図る 

利用者と 
その家族 

利用者とサービス提供事業
者が問題を解決していけるよ
う橋渡し役を務める 

介護相談員との協
力、意見交換を通じ
て、サービスの質の
さらなる向上を目指
す 

介護相談員普及促進事業 

事業のしくみ 
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介護相談員普及促進事業 

• 事業所のサービスの向上を促す 
大変効果の高い事業であると思う。 

• 利用者の施設におけるサービスや
処遇の向上に寄与している。 

• 施設における身体拘束等などの 
高齢者虐待を抑止する役割を果た
している。 

• 事業者の悩みを聞くとともに、問題
点を解決するのに役立っている。 

• 日頃の状況が分かり、ケアの質の
向上につながった。 

市町村（事務局）の担当者の声 

効果 

 

• 介護相談員にゆっくり話を聞いても
らえ、利用者が満足感や充実感を
得られる。 

• 利用者は直接、事業所の職員には
言いにくいことでも、介護相談員に
は言いやすいこともあり、本音に気
づき、支援の仕方を見直すことがで
きる。 

• あれ？と思われた点等を教えて頂く
ことで、今まで当たり前と思っていた
ことを考え直す機会を持つことがで
きる。 

• 良い点を褒めて頂けると、モチベー
ションも上がり、もっと頑張ろうという
気持ちになる。 

 

事業者の職員の声 
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